「所有・支配・経営」からみた日本企業の百年(1)綿糸紡績企業を事例とした経営史的研究(2) by 田中 三樹 et al.

























(1) 田中三樹・矢倉伸太郎・福井正康 rr所有・支配・経営」からみた日本企業の百年 I ー綿糸紡績






























( 2 ) 岩井克人『資本主義を語る』ちくま学芸文庫， 1997年，第 3 章;同「ヒト，モノ，法人J r 日本
の企業システム 1 企業とは何か』有斐閣， 1993年;同「やさしい経済学企業とは何か①~⑥J
『日本経済新聞j 1996年 3 月 6 日 -12 日朝刊。
( 3 ) 志村嘉一『日本資本市場分析J 東京大学出版会， 1969年， 430ページ。
( 4 ) 安定株主については，次の文献を参照のこと。 Paul Sheard , Interlocking Shareholdings and 
Corporate Governance in J apan. Masahiko Aoki & Ronald Dore (eds) , The ]t.ψanese Firm: 
Source 01 Competitive Streηgth ， ・ OXFORD UNIVERSITY PRESS , 1994. ポール・シェアード
「株式持合いとコーポレート・ガパナンスJ 青木昌彦=ドナルド・ドーア編『システムとしての




























( 2 ) アプローチの方法と課題
(2) -1 アプローチの方法
①企業の「所有・支配・経営j に関して，日本企業の特徴を示していると考えられるのは，
( 5 ) 鈴木邦夫「財閥から企業集団へJ r土地制度史学』第138号， 1992年。
( 6 ) 全国証券取引協議会『株式分布状況調査平成 9 年度』日本証券新聞社，平成10年 8 月。
( 7 ) 戦前の財閥系企業および戦後の企業集団における安定株主の歴史的存在については，次の研究
を参照のこと。橋本寿朗・武田晴人編『日本の経済発展と企業集団』東京大学出版会， 1992年;
橘川武朗『日本の企業集団』有斐閣， 1996年;伊丹敬之・加護野忠男・宮本又郎・米倉誠一郎編





























































( 8 ) 森川英正「明治期における専門経営者の進出過程J rビジネス・レビュー』第21巻第 2 号， 1973 
年， 12ページ;同『日本経営史』日経文庫， 1981年， 20-22ページ;同「なぜ経営者企業が発展す
るのか? J 同編『経営者企業の時代J 有斐閣， 1991年， 13-14ページ。
( 9 ) 例えば，経営史学会関西部会では， r紡績経営の百年一東洋紡・鐘紡・クラボウのケースー」と




( 2 )鐘紡のケース 矢倉伸太郎(神戸大学)
山田毅一(鐘紡鮒)






























錘数に換算(換算錘数=リング+ミュール X2/3+撚糸 X1/3+織機X15) し，昭和15年時点の
(10) 福井正康・田中三樹・矢倉伸太郎 rr所有・支配・経営」からみた日本企業の百年 IIー紡績経
営データベースシステムの構築ーJ r経営情報研究.1 (福山平成大学経営学部紀要)第 4 号， 1999 
年 3 月。












(4)鐘淵紡績 (5)倉敷紡績 (8)福島紡績 (9)岸和田紡績 (14)富士瓦斯紡績












戦後企業名 戦前企業名 創設年次 合併年次・会社(番号)
(4)鐘淵紡績 鐘淵紡績 明治20年 5 月
(5)倉敷紡績 倉敷紡績 明治21年 3 月
(15) 日清紡績 日清紡績 明治40年 1 月
ω)東洋紡績 東洋紡績 大正 3 年 6 月
(1)大阪紡績 明治15年 5 月 大正 3 年 6月倒
(2)三重紡績 明治15年 6 月 大正 3 年 6 月 (16) 
同大阪合同紡績 明治33年 1 月 昭和 6 年 3 月 ω) 
(19)呉羽紡績 昭和 4 年 7 月 昭和41年 4 月 (ゆ
仰)ユニチカ 昭和44年10月
(3)東京紡績 明治20年 4 月 大正 3 年 8 月 (6) 
(6)摂津紡績 明治22年 4 月 大正 7 年 6月間
(7)尼崎紡績 明治22年 6 月 大正 7 年 6月間
(9)岸和田紡績 明治25年11月 昭和16年 7月間
。。日本紡績 明治26年 2 月 大正 5 年 2 月 (6) 
聞大日本紡績 大正 7年 6 月 昭和39年 4月引
制大和紡績 昭和21年 6 月
aro錦華紡績 大正15年 3 月
倒敷島紡績 昭和19年 3 月 昭和19年 3月悶
(8)福島紡績 明治25年 8 月
側富士紡績 昭和20年12月
ω富士紡績 明治29年 2 月 明治39年 7月凶
問東京瓦斯紡績 明治29年 2 月 明治39年 7月凶
凶富士瓦斯紡績 明治39年 9 月 明治39年 7 月 ω 
(出所)矢倉伸太郎・生島芳郎編『主要企業の系譜図』雄松堂出版， 1986年，など。







(4)鐘淵紡績 (5)倉敷紡績 (15) 日清紡績 (16)東洋紡績
側ユニチカ 自1)大和紡績 ω敷島紡績 ω富士紡績
これらの戦前期およぴ戦後期の対象企業は，表 1 に示されている。


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































( 4 ) 1919 (大正 8 )年 ( 5 ) 1930 (昭和 5 )年 ( 6 ) 1936 (昭和11) 年
なお，各社の入力年次は，表 2 - 1 と表 2-2 に示された通りである。
b) 戦後期
戦後については，対象とした 8 社全てについて『有価証券報告書J を資料として用い，各社
共に1950年を起点として， 1998年まで隔年毎に入力した。
( 6 ) 各社の入力データについて
(6)-1 r株主データ」について





















(14) 前掲「なぜ経営者企業が発展するのか?J 13-14ページ;小松章『企業の論理J 三嶺書房， 1983 
年，第 5 章;三戸公・正木久司・晴山英夫『大企業における所有と支配J 未来社， 1973年;三戸
浩『日本大企業の所有構造J 文民堂，昭和53年;同「日本大企業の所有構造の変容J r横浜経営研
究J 第14巻第 1 号， 1993年;宮崎義一 rr経営者支配』再考J r経済研究J 第30巻第 3 号， 1979年;
正木久司「戦後における株式会社の所有と支配J r同志社商学J 第21巻第 1 号， 1969年。






























以上に示したデータ項目の詳細は， r図 1J および「図 2J の通りである。
( 6 )ー 1-2 株主の主体別構成と持株数
(6)-1-1 で述べたように，株主は個人と法人として区分されるが，戦後については， r株
主の主体別J のデータが入手可能である。すなわち，法人をさらに「金融機関J ， r証券会社J ，
そして「その他法人J に細分化すると共に，政府や外国人株主の動向にも配慮した。わが国現
(16) 多数の文献があるが，当面次を参照。岡崎哲二「企業システム」岡崎哲二・奥野正寛編『現代
日本経済システムの源流』シリーズ現代経済研究 6 ，日本経済新聞社， 1993年;武田晴人「大企
業の構造と財閥J 由井常彦・大東英祐編『大企業時代の到来』日本経営史 3 ，岩波書店， 1995年;
武田晴人「資本蓄積(3 )財閥J r 日本帝国主義史 1 第一次大戦期』東京大学出版会， 1985年;武田










会社名・会社コード: r表 1 J 参照。
年度 :当該調査年次。
期 : r上期」もしくは「下期」。


























































代株式会社における「株式所有構造」の特徴は. (a)上場企業では，法人が総株式数の約 3 分の
2 を所有していること. (b}f固別企業では，法人個々の所有比率は概して大きくないこと. (c)有
力企業は相互に株式を持ち合っており，いわゆる安定株主化していることなどである。最新の
データによれば，平成 9 年度における主な所有者を株式の単佐ベースでみると，金融機関40.2






ることが必要であるが，今後の課題である。株主の主体別の項目は. í図 3J の通りである。
(6)-2 í トップ・マネジメントのデータ」について
(6)-2 -1 トップ・マネジメント組織
われわれは，今回の調査に当たって. í トップ・マネジメント J とは取締役を指すと定義した。
ただし，監査役については，平成 5 年に商法の改正が実施され. í社外監査役」についての規定
図 4 r役職名の区分」
(17) 前掲『株式分布状況調査平成 9 年度』。
(18) トップ・マネジメントをどのように定義するかは，各自の課題の設定に関わっており，多様な
意味で用いられている。例えば，次の実証研究を参照。伊丹敬之「戦後日本のトップ・マネジメ
ント J r高度成長を超えて日本経営史 5j 岩波書店. 1995年. 96-97ページ;森田克徳「専門経営
者のトップ・マネジメントへの進出と株式所有の分散ーわが国百貨店企業11社の事例研究J r経営
史学J 第31巻第 2 号. 1996年. 66ページ;石井耕「日本企業の社長選任J r北海道教育大学紀要』


























会社名・会社コード: r表 1J 参照。
年度 :当該調査年次。
期 「上期J もしくは「下期」。
役員コード・氏名 : r図 1 J に同じ。
役職名 :代表取締役会長以下， 15に区分。
社内・社外の区分 : (6)-2-3 参照。
社外所属 : (6)-2-3 参照。








































































次などーのデータ化を行うことに加えて， I社内J と「社外」の区別および「常勤J と「非常勤j










(19) 前掲『日本の企業集団.1 92ページ， 118ページ。
(20) この点については，次の論考を参照されたい。安部悦生「チャンドラー・モデルと森川英正氏
の経営者企業論H経営史学』第28巻第 4 号， 1994年;森川英正「株式所有の分散と経営者企業論一





具体的なケース | 処理方法: í社内か社外か」
「常勤か非常勤か」

















(1) 商法改正 (1993 (平成 5 年))以後

























(2) 商法改正 (1993 (平成 5 年) )以前















































図 7 r株主主体別アウトプット J
株主株式メニュー















論じてきた。こういったテーマに思い至ったのには， 2 つの理由が存在する。第 1 は，現在，









そして， r 日本型経営システムJ の基本的特徴であるこれら 2 点について，具体的に分析を進め
ていくために，以下のような調査研究の目的と方法を設定した。
(1)設立当初から株式会社形態をとり，既に百年を越える歴史を有する紡績会社を対象にして，
「株式所有構造」と「トップ・マネジメント組織J のデータベースを作成すること。
(2)上記データベースを用いて，個別企業の歴史実証的研究を進めること。
われわれは，今後，既述のようないくつかの課題について，個別研究を積み重ねていくこと
になるが，その他，今回の調査でできなかったデータベースの充実に関し付言して，本稿を終
わることとしたい。
1 つは，戦前期非財閥系企業における安定株主の存在について論じるには，役員と大株主の
定性分析を行うことが必要であり，そのために個人情報の欠落を補うことである。次に，戦間
期に定着した株式所有の法人化の議論を深めるために，全株主を持株数別かつ主体別に分類す
ることである。第 3 は，今回作成したデータベースと過去に作成した「生産，輸出，圏内販売
そして財務J を中心としたデータベースとの統合を図ることである。このことによって，紡績
会社の一層包括的な分析が可能になるものと思われる。
- 56 ー
